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株主の皆様におかれましては、ますますご清祥のこととお

喜び申し上げます。

平素は格別のご支援ならびにご高配を賜りまして、厚く御

礼申し上げます。

このたび、当社第42期（平成11年10月１日から平成12年９

月30日まで）を終了いたしましたので、ここに営業の概況と

決算の結果につきまして、ご報告申し上げます。

当期におけるわが国経済は、政府の経済対策の浸透等によ

り、一部の経済指標には明るさが見え始めたものの、厳しい

雇用情勢や景気の先行き不透明感などから個人消費の低迷が

続き、全体としては依然として停滞感の強い中で推移しまし

た。また、当社の主要顧客である自動車業界においては、生

産ラインの統廃合をはじめとする合理化を進める動きにあ

り、全般的に設備削減、投資抑制の傾向にありました。

このような厳しい経営環境の中にあって、当社は売上高の

確保を図るべく販路拡大に注力し、環境に優しい新開発の溶

接ガンであるサーボガンを主力製品とし、顧客のニーズに合

致した商品の供給に努めました。また、同業他社との差別化

を明確にすべく国際部門の一段の強化を図り、グローバル市

場での幅広いサービス体制を充実させることにより海外案件

の受注増加に繋げることができました。一方で、利益を重視

した企業体質の強化を徹底しておこなうことにより、すべて

の業務の見直しによる効率化の成果があげられました。

また、退職給付会計基準の変更に備え、当期において退職

給与引当金繰入額を特別損失に計上した他、会員権及び子会

社株式の評価減等をおこないました。これら一連の特別損失

の処理により今後においては財務内容の改善が図られ収益性

株主の皆様へ

代表取締役社長

春 名 邦 芳
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の安定的な向上をもたらすものと考えております。

この結果、当期の売上高は79億46百万円（前期比６億50百

万円増）となり、経常利益については原価の低減や販売管理

費の圧縮効果に加え、子会社からの配当金もあり８億87百万

円（前期比11億41百万円増）となりました。また当期利益は

特別損失の処理等により47百万円（前期比２億95百万円増）

にとどまりました。

今後の課題といたしましては、これまでおこなってきた抜

本的な企業改革を継続し、経営体質の強化を一層進めるとと

もに、高度化・多様化する国内外の顧客の要求に、的確に対

応できる国際的な生産体制の整備・製品開発に取り組み、収

益確保のため全社を挙げて経営基盤の再構築を推進してまい

る所存であります。

また、連結経営での成長を志向する当グループにおいて、

海外事業については、当社の強みであるグローバルネットワ

ークの効率的な運用と適正な資源配分により国際競争力を高

めてまいります。当グループは日本国内においては既に高い

市場占有率を保持しておりますが、拡大余地の大きな世界市

場においても抵抗溶接機器トップメーカーを目指し、事業の

発展に向け努力してまいる所存であります。

一方で、国内事業につきましてはスピードファム株式会社

を2000年８月に100％の完全子会社とし、OBARAグループ

の連結ベースでの事業規模を大幅に拡大させることに成功い

たしました。スピードファム株式会社は主に半導体業界向け

の研磨装置において高い技術力を持ち、グローバルニッチで

市場優位性を確立し、今後も高い成長が期待されます。今後、

当グループは自動車産業とIT産業という二大基幹産業に寄

与すべく、ともに独自の技術を生かした事業の発展を図り、

株主の皆様のご期待に沿えますよう努力する所存でありま

す。

なお、当期末の配当金につきましては、１株につき10円と

させていただきました。これにより今期の年間配当金は中間

配当の10円を含め、１株につき20円となります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成12年12月
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品目別売上高 （平成９年10月１日から平成10年９月30日まで）
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区　　　　　　　分 金　　額（百万円）

ガ　　　　　　　　　　　　　ン 3,835

電　　　　　　　　　　　　　極 1,342

関　　　連　　　機　　　器 1,426

小　　　　　　　　　　　計 6,604

ア 　 ー 　 ク 　 溶 　 接 　 機 　 器 261

汎 　 用 　 工 　 業 　 用 　 品 145

そ　　　　　　の　　　　　　他 936

合　　　　　　　　　　　　計 7,946
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株式の状況 （平成11年９月30日現在）株式の状況

会社が発行する株式の総数 21,000,000株

発行済株式総数 5,779,920株

株主数 514名

（前期末比15名減）

大株主（上位10名）

株　　主　　名 持株数（千株） 持株比率（％）

小 　 原 　 　 　 博 1,181 20.44

有 限 会社馬込興産 907 15.70

OBARA従業員持株会 570 9.87

小　　原　　康　　嗣 341 5.90

株 式 会社東海銀行 274 4.74

株式会社ウェルトロン 182 3.15

清　　水　　真　　弥 90 1.57

久 保 寺 　 吉 兵 衛 90 1.57

小　　原　　範　　子 90 1.56

春　　名　　邦　　芳 80 1.39
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期　別 当　　　　期 前　　　　期

科　目 （平成12年９月30日現在）（平成11年９月30日現在）

（資　産　の　部）
流　動　資　産 4,966,781 5,582,632
現 　 金 　 預 　 金 605,068 747,723
受 　 取 　 手 　 形 608,866 556,913
売　　　掛　　　金 1,654,682 1,512,229
有 　 価 　 証 　 券 588,771 1,650,739
自 　 己 　 株 　 式 324 ─
製　　　　　　　品 399,070 386,941
原　　　材　　　料 553,364 460,769
仕　　　掛　　　品 120,462 117,666
貯　　　蔵　　　品 32,511 18,072
前 　 払 　 費 　 用 17,936 27,131
短　期　貸　付　金 67,000 70,000
未 　 収 　 入 　 金 224,001 23,073
未 収 法 人 税 等 47,000 17,497
繰 延 税 金 資 産 45,193 ─
そ の 他 流 動 資 産 8,228 12,873
貸　倒　引　当　金 △5,700 △19,000
固　定　資　産 7,706,905 6,408,154
有 形 固 定 資 産 3,010,534 3,829,711
建　　　　　　　物 1,219,033 1,611,097
構　　　築　　　物 43,282 52,370
機 械 及 び 装 置 395,799 445,217
車　両　運　搬　具 23,230 39,713
工具、器具及び備品 44,358 81,539
土　　　　　　　地 1,284,831 1,599,771
無 形 固 定 資 産 49,436 7,621
電　話　加　入　権 5,351 5,351
施　設　利　用　権 1,768 2,270
ソ フ ト ウ ェ ア 42,316 ─
投　　資　　等 4,646,934 2,570,821
投 資 有 価 証 券 687,280 804,751
子　会　社　株　式 3,135,017 824,137
子 会 社 出 資 金 213,973 213,973
保　険　積　立　金 315,282 377,218
会　　　員　　　権 123,950 211,320
長 期 前 払 費 用 461 76,999
長　期　貸　付　金 160,240 47,063
破　産　債　権　等 12,632 13,523
繰 延 税 金 資 産 153,516 ─
そ の 他 投 資 等 13,208 13,833
貸　倒　引　当　金 △168,630 △12,000

資 　 産 　 合 　 計 12,673,687 11,990,786

貸借対照表

（単位：千円）
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期　別 当　　　　期 前　　　　期

科　目 （平成12年９月30日現在）（平成11年９月30日現在）

（負　債　の　部）

流　動　負　債 1,680,674 1,301,481

支 　 払 　 手 　 形 806,003 668,760

買　　　掛　　　金 336,323 283,646

未　　　払　　　金 268,107 109,770

未 払 消 費 税 等 16,960 11,637

未 　 払 　 費 　 用 16,063 14,054

預　　　り　　　金 13,055 18,371

賞　与　引　当　金 192,000 195,000

そ の 他 流 動 負 債 32,159 240

固　定　負　債 1,326,795 1,121,975

社　　　　　　　債 200,000 200,000

預　り　保　証　金 10,140 10,130

役員退職慰労引当金 751,465 911,845

退 職 給 与 引 当 金 365,190 ─

負 　 債 　 合 　 計 3,007,469 2,423,457

（資　本　の　部）

資　　本　　金 1,450,449 1,450,449

法 定 準 備 金 2,005,659 1,993,936

資　本　準　備　金 1,895,998 1,895,998

利　益　準　備　金 109,661 97,938

剰　　余　　金 6,210,108 6,122,943

任　意　積　立　金 5,806,543 5,817,599

特別償却準備金 6,543 17,599

別 途 積 立 金 5,800,000 5,800,000

当 期 未 処 分 利 益 403,564 305,343

（う ち 当 期 利 益） （47,658） （△248,184）

資 　 本 　 合 　 計 9,666,217 9,567,329

負 債 ・ 資 本 合 計 12,673,687 11,990,786

（単位：千円）
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損益計算書

期　別 当　　　　期 前　　　　期

科　目

（経常損益の部）
営 業 損 益 の 部
営　業　収　益 7,946,126 7,295,272
売　　上　　高 7,946,126 7,295,272

営　業　費　用 7,681,373 7,509,238
売　上　原　価 6,085,730 5,657,553
販売費及び一般管理費 1,595,642 1,851,685

営　　業　　利　　益 264,753 △　213,966
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益 764,299 163,064
受　取　利　息 26,074 42,573
受 取 配 当 金 576,219 44,999
受 取 地 代 家 賃 28,805 29,069
有価証券売却益 82,968 30,600
その他の営業外収益 50,231 15,821

営 業 外 費 用 141,687 202,907
支　払　利　息 2,224 421
社　債　利　息 1,800 1,982
有価証券売却損 58,230 ─
有価証券評価損 21,521 13,776
租　税　公　課 25,000 ─
支　払　報　酬 27,864 ─
為　替　差　損 ─ 168,070
その他の営業外費用 5,046 18,657

経　　常　　利　　益 887,365 △　253,809
（特別損益の部）
特　別　利　益 13,847 16,562
固定資産売却益 63 63
投資有価証券売却益 13,784 ─
貸倒引当金戻入益 ─ 3,000
賞与引当金戻入益 ─ 13,499

特　別　損　失 787,471 8,765
固定資産売却除却損 18,723 8,765
貸倒引当金繰入額 70,686 ─
子会社株式評価損 100,810 ─
会 員 権 評 価 損 232,060 ─
退職給与引当金繰入額 365,190 ─

税 引 前 当 期 利 益 113,741 △　246,011
法人税、住民税及び事業税 43,709 2,172
法 人 税 等 調 整 額 22,373 ─
当　　期　　利　　益 47,658 △　248,184
前　期　繰　越　利　益 247,180 618,008
中　間　配　当　額 58,614 58,619
中間配当に伴う利益準備金積立額 5,861 5,861
自 己 株 式 消 却 額 52,620 ─
過年度税効果調整額 221,083 ─
税効果会計適用に伴う 4,737 ─
特別償却準備金取崩高
当 期 未 処 分 利 益 403,564 305,343

（単位：千円）

平成11年10月１日から
平成12年９月30日まで

平成10年10月１日から
平成11年９月30日まで（ ）（ ）
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重要な会計方針
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場の 移動平均法による低価法
ある有価証券
その他の有価証券 移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
製品、仕掛品 総平均法による原価法
原　材　料 総平均法による原価法。但し､市場価格

の変動の著しい原材料については、低価
法を採用しております｡

貯　蔵　品 最終仕入原価法
3. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 法人税法の規定による定率法。但し、平成
10年４月１日以降取得の建物（附属設備を
除く）については、法人税法に定める定額
法を採用しております｡

無形固定資産 法人税法の規定による定額法
ソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法

4. 引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、

貸倒実績率による繰入額のほか、個別に
債権回収可能額を検討して計上しており
ます。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給
見込額のうち当営業年度の必要額を計上
しております。
役員の退職慰労金の支出に備えるため、
会社内規に基づく期末要支給額の100％
を計上しております。この役員退職慰労
引当金は、商法第287条ノ２の引当金で
あります。

退職給与引当金 従業員の退職年金支給に備えるため、退
職年金の支給見込額（将来支給予測額）
のうち当営業年度末までの発生額を現在
価値に割引いた金額から年金資産の額を
控除した額を計上しております。

（会計方針の変更）
従来、適格退職年金制度について、掛金の拠出時に費用処

理しておりましたが、当営業年度より、退職年金の支給見込
額（将来支給予測額）のうち当営業年度末までの発生額を現
在価値に割引いた金額から年金資産の額を控除した額を計上
する方法に変更いたしました。この変更により、退職給与引
当金繰入額365,190千円を特別損失に計上しております。この
結果、従来の方法によった場合に比べ税引前当期利益が同額
減少しております。

5. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

役 員 退 職
慰労引当金
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6. 前営業年度まで投資等の「長期前払費用」に計上しておりま
した自社利用のソフトウェアの表示については、「研究開発費
及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会
計士協会・会計制度委員会報告第12号平成11年３月31日）の適
用により、無形固定資産の「ソフトウェア」に変更しておりま
す。
7. 消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。

8. 当営業年度から税効果会計を適用しております。この適用に
より、従来の税効果を適用しない場合と比べて、当期利益は、
22,373千円減少し、当期未処分利益は、203,447千円増加してお
ります。
9. 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しておりま
す。

貸借対照表関係
1. 子会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 516,526千円
長期金銭債権 101,740千円
短期金銭債務 46,021千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,158,711千円
3. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使
用している固定資産として事務用機器（複写機、コンピュータ
ー等）があります。
4. 主な外貨建資産・負債

売　　掛　　金 320,943千円 主な外貨額 1,863千US$
654千£

投資有価証券 141,295千円 主な外貨額 1,227,570千韓国ウォン
子 会 社 株 式 1,382,742千円 主な外貨額 5,000千US$

3,617千£
110千

9,503千タイバーツ
子会社出資金 213,973千円 主な外貨額 16,894千中国元
長 期 貸 付 金 104,077千円 主な外貨額 265千US$

405千£
5. 担保に供している資産
建　　　　物 40,677千円
土　　　　地 47,507千円
投資有価証券 43,040千円

6. 保証債務残高 173,887千円
7. １株当たりの当期利益 8円18銭
8. 期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行わ
れたものとして処理しております。
なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日
手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。
受 取 手 形 39,414千円

損益計算書関係
1. 子会社との取引高

子会社に対する売上高 1,236,103千円
子会社からの仕入高 197,453千円
子会社との営業取引以外の取引高 531,722千円

2. 子会社株式評価損100,810千円は、ピーエスエル㈱に係るもの
であります。

マレーシア
リンギット
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利益処分

代表取締役会長 小 　 原 　 　 　 博
代表取締役社長 春 　 名 　 邦 　 芳
取　　締　　役 中 　 川 　 直 　 樹
取　　締　　役 持 　 田 　 律 　 三
取　　締　　役 渡 　 辺 　 俊 　 明
取　　締　　役 服 　 部 　 　 　 宏
監　　査　　役 谷 　 内 　 　 　 博
監　　査　　役 中 　 根 　 　 　 宏
監　　査　　役 久 保 寺 　 吉 兵 衛

（注） 監査役中根宏氏は、｢株式会社の監査等に関する商
法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外
監査役であります。

役　員 （平成12年12月22日現在）

期　別 当　　　　期 前　　　　期

科　目

当 期 未 処 分 利 益 403,564,699 305,343,467

任意積立金取崩額

特別償却準備金取崩額 2,481,960 6,318,407

合　　　　　　　　計 406,046,659 311,661,874

これを下記のとおり処分いたします。

利　益　準　備　金 5,779,440 5,861,920

配　　　当　　　金 57,794,400 58,619,200

（１株につき10円）

計 63,573,840 64,481,120

次 期 繰 越 利 益 342,472,819 247,180,754

（単位：円）

平成11年10月１日から
平成12年９月30日まで

平成10年10月１日から
平成11年９月30日まで（ ）（ ）

（注） 平成12年６月12日に58,614,400円（１株につき10円）の中
間配当を実施いたしました。



連結貸借対照表
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（単位：千円）

期　別 当連結会計年度 前連結会計年度
科　目 （平成12年９月30日現在）（平成11年９月30日現在）

（資　産　の　部）
流　動　資　産 13,569,909 6,476,251

現 金 及 び 預 金 3,096,083 1,200,183
受取手形及び売掛金 6,420,715 2,200,502
有 　 価 　 証 　 券 685,253 1,650,739
た　な　卸　資　産 2,557,485 1,328,261
未 収 法 人 税 等 55,693 37,205
繰 延 税 金 資 産 89,070 ─
そ　　　の　　　他 760,341 107,035
貸　倒　引　当　金 △94,734 △47,675

固　定　資　産 9,362,180 8,634,563
有 形 固 定 資 産 7,152,960 4,390,359
建 物 及 び 構 築 物 2,481,587 1,881,599
機械装置及び運搬具 1,337,681 732,029
土　　　　　　　地 3,068,035 1,663,320
建　設　仮　勘　定 78,993 10,369
そ　　　の　　　他 186,662 103,041

無 形 固 定 資 産 162,977 24,906
投資その他の資産 2,046,241 4,219,297
投 資 有 価 証 券 784,487 3,424,038
長　期　貸　付　金 116,873 97,063
繰 延 税 金 資 産 178,858 ─
そ　　　の　　　他 1,072,896 710,195
貸　倒　引　当　金 △106,874 △12,000

繰　延　資　産 ─ 405
開　　　業　　　費 ─ 405

為替換算調整勘定 ─ 79,296
資 　 産 　 合 　 計 22,932,089 15,190,516
（負　債　の　部）

流　動　負　債 8,573,685 1,680,305
支払手形及び買掛金 3,705,262 1,048,691
短　期　借　入　金 1,963,512 89,000
１年以内返済長期借入金 658,640 ─
１年以内返済予定社債 100,000 ─
未 払 法 人 税 等 21,767 1,188
繰 延 税 金 負 債 2,849 ─
賞　与　引　当　金 293,299 196,174
そ　　　の　　　他 1,828,352 345,251

固　定　負　債 3,997,555 1,335,438
社　　　　　　　債 500,000 200,000
長　期　借　入　金 1,849,619 216,850
退 職 給 与 引 当 金 475,577 ─
役員退職慰労引当金 970,709 911,845
繰 延 税 金 負 債 177,031 ─
そ　　　の　　　他 24,617 6,742

負 　 債 　 合 　 計 12,571,240 3,015,744
（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 187,535 ━
（資　本　の　部）

資　　本　　金 1,450,449 1,450,449
資 本 準 備 金 1,895,998 1,895,998
連 結 剰 余 金 7,386,070 8,828,325
為替換算調整勘定 △558,880 ━
自　己　株　式 △324 ━
資 　 本 　 合 　 計 10,173,313 12,174,772
負債、少数株主持分及び資本合計 22,932,089 15,190,516



連結損益計算書
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期　別 当連結会計年度 前連結会計年度

科　目
売　　上　　高 11,111,776 8,790,617
売　上　原　価 8,257,024 6,672,125

売 上 総 利 益 2,854,752 2,118,492
販売費及び一般管理費 2,445,522 2,246,811

営 　 業 　 利 　 益 409,229 △128,319
営 業 外 収 益 270,046 177,687

受 　 取 　 利 　 息 33,416 47,976
受 取 配 当 金 48,511 2,310
有 価 証 券 売 却 益 82,968 30,600
受 取 地 代 家 賃 25,745 26,003
為 　 替 　 差 　 益 28,380 ─
連結調整勘定償却額 ─ 37,505
持分法による投資利益 ─ 18,591
そ 　 　 の 　 　 他 51,024 14,700

営 業 外 費 用 1,106,220 267,290
支 　 払 　 利 　 息 35,665 7,102
有 価 証 券 売 却 損 58,230 2,354
有 価 証 券 評 価 損 21,662 13,776
為 　 替 　 差 　 損 ─ 226,841
持分法による投資損失 928,613 ─
そ 　 　 の 　 　 他 62,048 17,215
経 　 常 　 損 　 失 426,944 217,922

特　別　利　益 46,911 22,578
固 定 資 産 売 却 益 724 1,349
投資有価証券売却益 13,784 ─
償 却 債 権 回 収 益 32,402 ─
貸倒引当金戻入益 ─ 7,729
賞与引当金戻入益 ─ 13,499

特　別　損　失 978,026 15,348
固 定 資 産 処 分 損 19,434 15,348
連結調整勘定償却額 357,389 ─
会 員 権 評 価 損 232,060 ─
退職給与引当金繰入額 365,190 ─
そ 　 　 の 　 　 他 3,952 ─
税金等調整前当期純損失 1,358,059 210,693
法人税、住民税及び事業税 106,677 55,871
法 人 税 等 調 整 額 18,247 ─
少 数 株 主 利 益 24,327 ─
当 期 純 損 失 1,507,312 266,564

（単位：千円）

（ ）

連結剰余金計算書

（単位：千円）

平成11年10月１日から
平成12年９月30日まで（ ）平成10年10月１日から

平成11年９月30日まで

期　別 当連結会計年度 前連結会計年度

科　目
連結剰余金期首残高
連結剰余金前期末残高 8,828,325 ─
その他の剰余金期首残高 ─ 9,228,671
利益準備金期首残高 ─ 42,076
過年度税効果調整額 234,911 ─
連結剰余金期首残高合計 9,063,236 9,270,747

連結剰余金減少高
配 　 　 当 　 　 金 117,233 175,857
自 己 株 式 消 却 額 52,620 ─
連結剰余金減少高合計 169,853 175,857

当 期 純 損 失 1,507,312 266,564
連結剰余金期末残高 7,386,070 8,828,325

（ ）平成11年10月１日から
平成12年９月30日まで（ ）平成10年10月１日から

平成11年９月30日まで
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グローバルネットワーク （平成12年９月30日現在）

OBARA EUROPE LTD.

SPEEDFAM INC.

OBARA (MALAYSIA) SDN. BHD.

当社�
OBARA (THAILAND)

CO., LTD.

小原（南京）機電有限公司�

韓国小原株式会社�

SPEEDFAM-IPEC
(INDIA) PVT LTD.

当社事業所�
�
関係会社�

本店・本社工場�

山梨工場�

豊田営業所�

大阪営業所�

九州営業所�

ピーエスエル株式会社�

小山営業所�

スピードファム・�
クリーンシステム株式会社�

インド支店�

洋光産業株式会社�

佐久精機株式会社�

クリーン・テクノロジー株式会社�

スピードファム株式会社�
株式会社シー・アール・ティー�
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OBARA CORPORATION U.S.A.

事　業　区　分 会　　社　　名

抵抗溶接機器 当 社
関連事業 OBARA CORPORATION U.S.A.

OBARA EUROPE LTD.
小原（南京）機電有限公司
韓国小原株式会社
OBARA（THAILAND）CO., LTD.
OBARA（MALAYSIA）SDN. BHD.
洋光産業株式会社

レーザー溶接機器 ピーエスエル株式会社
関連事業

平面研磨装置 スピードファム株式会社
製造販売 佐久精機株式会社

スピードファム・クリーンシステム株式会社
クリーン・テクノロジー株式会社
SPEEDFAM INC.
SPEEDFAM-IPEC（INDIA）PVT LTD.
株式会社シー・アール・ティー
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社　　　　名：OBARA株式会社

英　文　名：OBARA CORPORATION

本店所在地：神奈川県綾瀬市大上４丁目２番37号

設　　　　立：1958年12月

資　本　金：1,450,449,120円

主要な事業内容：抵抗溶接機器・各種溶接機器の製造販売等

事 業 所 数：支店　1 営業所　4

従 業 員 数：340名（男子258名　女子34名）

主要な事業所および関係会社

本　　　店 〒252-1104 神奈川県綾瀬市大上4－2－37

小山営業所 〒323-0807 栃木県小山市城東2－7－22

豊田営業所 〒471-0834 愛知県豊田市寿町7－37

大阪営業所 〒563-0043 大阪府池田市神田3－11－14

九州営業所 〒800-0233 福岡県北九州市小倉南区朽網西1－9－3

本 社 工 場 〒252-1104 神奈川県綾瀬市大上4－2－37

山 梨 工 場 〒406-0853 山梨県東八代郡境川村藤垈4151

インド支店 Plot No.5A, Akshaya Colony,

Anna Nagar West Ext, Channai-50 India

国内関係会社

洋光産業株式会社

ピーエスエル株式会社

スピードファム株式会社

佐久精機株式会社

スピードファム・クリーンシステム株式会社

クリーン・テクノロジー株式会社

株式会社シー・アール・ティー

海外関係会社

OBARA CORPORATION U.S.A.

OBARA EUROPE LTD.

小原（南京）機電有限公司

韓国小原株式会社

OBARA（THAILAND）CO., LTD.

OBARA（MALAYSIA）SDN. BHD.

SPEEDFAM INC.

SPEEDFAM－IPEC（INDIA）PVT LTD.

会社の概況 （平成12年９月30日現在）





株　主　メ　モ

決　　算　　期 毎年９月30日

定時株主総会 毎年12月

基　　準　　日 毎年９月30日

その他必要があるときは、あらかじめ公告して定

めます。

配当金受領株主確定日 毎年９月30日および中間配当金の支払いをおこなう

場合は３月31日といたします。

名義書換代理人 〒105－8574 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

同事務取扱所 〒168－0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号

（証券代行事務センター）

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

電話（03）3323－7111（大代表）

同　取　次　所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社 本支店、出張所

公告掲載新聞 日本経済新聞


